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司法制度改革審議会意見書（抄）
ー 世紀の日本を支える司法制度ー21

平成 年 月 日13 6 12

司法制度改革審議会

（中略）

国民の期待に応える司法制度II

（略）

第３ 国際化への対応

（略）

弁護士（法曹）の国際化4.

○ 弁護士が、国際化時代の法的需要に十分対応するため、専門性の向上、執務態

勢の強化、国際交流の推進、法曹養成段階における国際化の要請への配慮等によ

り、国際化への対応を抜本的に強化すべきである。

、○ 日本弁護士と外国法事務弁護士等との提携・協働を積極的に推進する見地から

例えば特定共同事業の要件緩和等を行うべきである。

個人の活動領域においても、また、企業の活動領域においても、今後、国際的な法律

問題が量的に増大し、かつ、内容的にも複雑・多様化することは容易に予想される。こ

のため、弁護士が、国際化時代の法的需要を十分満たすことのできる質の高い法律サー

ビスを提供できるようにすべきである。

このような見地から、弁護士人口の大幅増員、弁護士事務所の執務態勢の強化、弁護

士の国際交流の推進、外国法事務弁護士等との提携・協働、法曹養成段階における国際

化の要請への配慮を進める等により、弁護士の国際化への対応を抜本的に強化すべきで

ある。

外国法事務弁護士等に関する制度及びその運用の見直しについては、国際的議論もに

らみつつ、利用者の視点から臨機かつ十分に検討すべきである。具体的には、日本弁護

士と外国法事務弁護士等との提携・協働を積極的に推進する見地から 特定共同事業 現、 （

行制度下では、日本弁護士と外国法事務弁護士が、法令の定める一定の要件の下で、渉

外的要素を有する法律事務を行うことを目的とする共同の事業とされている ）の要件緩。

和等を行うべきである。外国法事務弁護士による日本弁護士の雇用禁止等の見直しは、

国際的議論もにらみつつ、将来の課題として引き続き検討すべきである。
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司法制度改革推進計画（抄）

平成１４年３月１９日
閣 議 決 定

（中略）
国民の期待に応える司法制度の構築II

（略）
第３ 国際化への対応
グローバル化が進む世界の中で、司法の役割を強化し、その国際的対応力を強めるこ

とが一層重要となっているとの認識の下に、民事司法の国際化、刑事司法の国際化、法
整備支援の推進及び弁護士の国際化を図るための措置を講ずる。
これらを着実に実施するため、本部が設置されている間においては、以下の措置を講

ずることとする。
（略）
４ 弁護士の国際化
( ) 弁護士が国際化時代の法的需要に十分対応できるようにするため、 の第２及1 III

び第３の３のとおり、弁護士の専門性及び執務態勢の強化について、必要な対応を
、 、 、行うほか 国際交流の推進 法曹養成段階における国際化の要請への配慮等により

国際化への対応を抜本的に強化することとし、逐次、所要の措置を講ずる （本部、。
法務省、外務省及び文部科学省）

( ) 弁護士と外国法事務弁護士等との提携・協働を積極的に推進する見地から、特定2

共同事業の要件緩和等を行うこととし、所要の法案を提出する（平成１５年通常国
会を予定 （本部））。

司法制度を支える体制の充実強化III

（略）
第３ 弁護士制度の改革
（略）
３ 弁護士の執務態勢の強化・専門性の強化
( ) 弁護士の執務態勢を強化するとともに、その専門性を強化するため、法律事務所1

の共同化・法人化 弁護士と隣接法律専門職種などによる協働化・総合事務所化 い、 （
わゆるワンストップ・サービス化）等を実効的に推進するために必要な方策につい
て、日弁連における検討状況を踏まえた上で検討し、なお必要な場合には、本部設
置期限までに、所要の措置を講ずる （本部）。
( ) の第２の４のとおり、弁護士の専門性の強化について、必要な対応を行う。2 III
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４ 弁護士の国際化
( ) の第３の４のとおり、弁護士の国際化について、必要な対応を行う。1 II

( ) の第３の４のとおり、弁護士と外国法事務弁護士との特定共同事業の要件緩和2 II

等について、必要な対応を行う。
( ) の第３の３のとおり、開発途上国に対する法整備支援の推進について、必要な3 II

対応を行う。

（※Ⅲの第２の４ 継続教育 法曹の継続教育に関する態勢を総合的、体系的に整備する
こととし、逐次、所要の措置を講ずる （法務省及び文部科学省 ）。 ）


